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入札に関する注意事項 

目次 

１ 工事費内訳書 
２ 社会保険未加入対策の強化 
３ 最低制限価格について 
４ 工期又は請負代金の額に影響を及ぼす事象に関する情報の通知について 

 
１ 工事費内訳書 

（１）工事費内訳書の提出義務化 

「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」により、平成２７年４月１

日以降に公告又は指名通知を行う公共工事の入札に参加する建設業者は、入札書ととも

に入札金額の内訳を記載した書類（以下「工事費内訳書」という。）を提出することが義

務付けられています。 

つきましては、富山県電子入札運用基準・入札心得等を熟読のうえ、入札書ととも

に、工事費内訳書を必ず提出してください。 

   工事費内訳書を提出しない場合は、その者のした入札を無効とします。また、提出

された工事費内訳書の内容に不備（提出者名、工事番号、工事名の誤記、入札金額と

工事費内訳書の工事価格の相違等）がある場合は、入札を原則として無効としますの

で注意してください。 

【入札が無効となる工事費内訳書の例】 

◆白紙である場合（必要な内訳レベルが記載されていない場合も含む） 

◆他の工事の内訳書である場合 

◆工事番号の記入がない場合 

◆工事費内訳書のほか、無関係な書類が添付されている場合 

◆工事費内訳書が特定できない場合 

 例）工事費内訳書を複数提出している 

（複数のシートがあるエクセルファイルが提出されている等） 

◆提出者名、工事番号、工事名に誤記がある場合 

※外字、旧字は誤記とみなしません 

※入札書の提出者が共同企業体である場合、代表者名のみの記載とならないように 

注意してください。 

 本来すべき記載 誤 記 

提出者名 Ａ工業・Ｂ建設○○工事共同企業

体 
Ａ工業 

工事番号 ４２６０８５４ ４２６０５８４ 

工事名 ○○線 道路改良第１工区工事 ○○線 道路改良第２工区工事 

 

 いずれも無効 

指名通知書において、最低制限価格「あります。」と

されている場合は参照してください。 
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◆入札金額と工事費内訳書に記載された工事価格に相違がある場合 

◆工事費内訳書に記載された工事価格と、内訳を合計した額に相違がある場合 

 例）指示された内訳の全部又は一部の記載がない 

 例）計算ミス 

 
（２）工事費内訳書作成の要領等 

  ①工事費内訳書の記載内容 

   少なくとも次に掲げる項目について記載してください。 

土木関係工事用 建築関係工事用 

ア 直接工事費 

（ア）本工事費内訳表、附帯工事費内訳

表、補償工事費内訳表のうち工事区分

（レベル１）、及び工種（レベル２）

（工事工種体系におけるレベル２以

上）に対応するものの金額を記載す

る。 

（イ）直接工事費の合計 

イ 共通仮設費 

ウ 純工事費 

（直接工事費と共通仮設費の合計） 

エ 現場管理費 

オ 工事原価 

（純工事費と現場管理費の合計） 

カ 一般管理費等 

キ 工事価格 

（工事原価と一般管理費等の合計） 

ク 消費税等相当額 

ケ 請負工事費 

（工事価格と消費税相当額の合計） 

 

※ 積算体系が異なる工事（鋼橋製作工事

等）は、これに準じる項目 

 

 

・直接工事費のうち 材料費 

・直接工事費のうち 労務費 

・現場管理費のうち 建退共制度の掛金

（※） 

・工事原価のうち   安全衛生経費 

・工事価格のうち   法定福利費 

ア 直接工事費 

   数量書に掲げる工種別科目毎の金額及

び直接工事費の合計を記載する。 

イ 共通仮設費 

ウ 純工事費 

（直接工事費と共通仮設費の合計） 

エ 現場管理費 

オ 一般管理費 

カ 諸経費 

（現場管理費と一般管理費の合計） 

キ 工事価格（純工事費と諸経費の合計） 

ク 消費税相当額 

ケ 請負工事費 

（工事価格と消費税相当額の合計） 

 

 

・直接工事費のうち 材料費 

・直接工事費のうち 労務費 

・現場管理費のうち 建退共制度の掛金

（※） 

・工事原価のうち  安全衛生経費 

・工事価格のうち  法定福利費 
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（※）建設業退職金共済制度の掛金納付の対象となる労働者がいない場合は、金額の

欄に「－」と記載を行う。 

・入札参加者及び全ての下請予定業者が建設業退職金共済制度の加入事業者で

ない場合 

・入札参加者が建設業退職金共済制度の加入事業者であるものの、当該工事現

場に従事する労働者がいない場合 

②提出時期 

工事費内訳書は入札書を提出する際に、添付して提出してください。表紙は不要です。 

③その他留意事項 

ア 入札心得は、「電子入札・予定価格事前公表試行工事用」または「電子入札・予

定価格を事前公表しないもの」をご覧ください。 

イ 再度入札の際は、工事費内訳書の提出は不要です。 

ウ 予定価格事前公表試行工事の場合、予定価格を超える入札は無効となりますの

で、予定価格の範囲内で応札できない場合は、電子入札システムから辞退届を提

出してください。 

 

２ 社会保険未加入対策の強化 

本県では、建設産業の持続的な発展に必要な人材の確保等の観点から、社会保険等（健康

保険、厚生年金保険及び雇用保険）未加入対策として、これまでに、社会保険等未加入の建

設業者を入札に参加させないこととするとともに、県発注工事における社会保険等未加入の

下請業者に対して加入指導を行っており、契約約款においては一次下請業者を社会保険等加

入業者に限定する規定を設けているところです。 
建設業における社会保険等への加入に関しては、元請企業及び下請企業の役割と責任等を

示した「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」（国土交通省制定）の趣旨を踏ま

え、適切な対応をお願いいたします。 
（注）各保険の根拠法において適用除外とされている者と下請契約を締結することは問題

ありません。 
 
参考：「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」（抜粋） 
元請企業は、下請企業の選定に当たっては、法令上の義務があるにもかかわらず適切に社 

会保険に加入しない建設企業は社会保険に関する法令を遵守しない不良不適格業者である 
ということ（公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針参照）を踏ま 
える必要がある。(中略) 
 下請契約に先立って、選定の候補となる建設企業について社会保険の加入状況を確認 
し、適用除外でないにもかかわらず未加入である場合には、早期に加入手続を進めるよう 
指導を行うこと。(中略) 
 ついては、下請企業には、適切な保険に加入している建設企業を選定すべきであり、健康 
保険、厚生年金保険、雇用保険の全部又は一部について、適用除外でないにもかかわらず未 
加入である建設企業は、下請企業として選定しないとの取扱いを徹底すべきである。 
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３ 最低制限価格について 

 最低制限価格の設定範囲等については、下記のとおりです。 

 
 
 
４ 工期又は請負代金の額に影響を及ぼす事象に関する情報の通知について 

落札者（随意契約の場合にあっては、契約の相手方）は、建設業法（昭和 24 年法律第 100
号）第 20 条の２第２項の規定に基づき、工期又は請負代金の額に影響を及ぼす事象が発生

するおそれがあると認めるときは、落札決定（随意契約の場合にあっては、契約の相手方の

決定）から請負契約を締結するまでに、契約機関に対して、その旨（以下、「おそれ情報」

という。）を当該事象の状況の把握のため必要な情報（以下、「根拠情報」という。）と併せ

て通知してください。 
（１）おそれ情報について 

建設業法施行規則第 13 条の 14 第２項及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に

関する法律施行規則第１条において、以下のとおり定められていることに留意してくださ

い。 
① 主要（※）な資機材の供給の不足若しくは遅延又は資機材の価格の高騰であって、

天災その他不可抗力により生じるもの（請負契約に基づき受注者が協議を申し出る

ことができる事由に該当するものに限る。） 
② 特定の建設工事の種類における労務の供給の不足又は価格の高騰であって、天災そ

の他不可抗力により生じるもの（請負契約に基づき受注者が協議を申し出ることが

できる事由に該当するものに限る。） 
※「主要」かどうかについては、工事の施工に当たり数量的にあるいは使用頻度的

に大宗を占めるために欠くことのできないこと、工事原価において大きな比重を占

めること又は数量若しくは比重若しくは使用頻度が少ないにもかかわらず工事の施

工に大きな影響を及ぼすこと等をもって判断します。 
（２）根拠情報について 

「建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の一部を改正す

る法律の一部の施行について（通知）」（令和６年 12 月 13 日付国不建第 149 号）により、

根拠情報は、受注予定者の通常の事業活動において把握でき、以下の資料等に裏付けられ

たものを用いる必要があることに留意してください。 

① メディア記事 

② 資材業者の記者発表 

③ 公的主体や業界団体などにより作成・更新された一定の客観性を有する統計資料 

【設定範囲】予定価格の7.5/10～9.2/10
【算定式】
　①直接工事費　 　97％
　②共通仮設費　　 90％
　③現場管理費　　 90％
　④一般管理費等　68％
　合計＝最低制限価格
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④ 下請業者や資材業者から提出された、過去の同種工事における見積書など価格の上

昇がわかる資料（①～③を準備することが困難である場合） 

※一の資材業者の口頭のみによる情報など、「当該事象の状況の把握のため必要な情

報」を欠き注文者が真偽を確認することが困難である情報は除きます。 

（３）契約変更協議について 

請負契約の規定（スライド条項の運用基準等を含む。）に基づき契約変更協議の対応を

行います。 

（４）適用時期について 

令和７年２月１日以降に入札公告等を行う案件から適用します。 

（５）通知の様式について 

通知の様式は以下の HP に掲載していますので、ダウンロードしてご利用ください。 

https://www.pref.toyama.jp/1500/sangyou/nyuusatsu/jouhou/kj00010519/kj00010519-
003-01.html 
（６）提出先及び提出方法について 

通知の提出先（契約機関）は、富山県警察本部会計課です。 
書面又はメールでの提出が可能です。メールで提出する場合は、以下のメールアドレスに

送付してください。 
富山県警察本部会計課 電話番号：076-441-2211 
※メールを送付する際、件名は「●●●●●●●おそれ情報の通知（業者名）」としてくだ

さい。 
 

工事番号 


